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要約
都市的生活がメンタルヘルスに及ぼす効果については2つの相対立する仮説が存在する。
ひとつは、都市的生活のプラスの効果を仮定するもので、経済的機会、文化的刺激などが
そうした効果をもたらすとするものである。こうしてこの仮説は郊外的生活の負の影響を
仮定する。これらの都市有利仮説は現在のメンタルヘルス研究において支配的な見解と
いってよい。もうひとつの仮説は都市的生活のマイナスの効果を仮定するもので、低い社
会的統合、希薄な対人関係が都市的環境に居住するものにアノミ一的な状況を生み出すと
考えるものである。この都市不利仮説もまた理論的には成立する。本研究はそれぞれの仮
説を検証するためにストレス経験率を被説明変数としてTGSS2000を分析する。居住地域の
比較からは都市有利仮説はまったく支持されなかった。都市不利仮説は部分的に支持され
るものとなったが、しかし都市居住の効果それ自体の過程は都市不利仮説が想定している
ものとは異なっていた。都市的地域において、ストレス経験率は20から40代の就労女性に
高かった。これは社会統合論には整合的ではなく、むしろ役割過重論と整合的である。こ
の新しいパターンの意味について議論がなされる。
まざまな経済的活動や娯楽の機会、多くの人との
1 .都市的生活とメンタルヘルス 出会いを可能にするために、人々が孤独を感じる
ことは少なくなると考え、都市的生活はメンタル
都市的な生活と人々のメンタルヘルス(精神衛 ヘルスに肯定的な影響を与えると考えた。彼がこ
生)の状態はどのように関連するのだろうか。こ う考えた背景には、統合失調症(精神分裂病)、
の問題については相異なる 2つの主張が提示され 不安障害(対人恐怖症、閉所恐怖症など)、人格
ている。 Dohrenwend(1975)は、都市的生活はさ 障害といった精神障害の発生率が都市部よりも郊
キ東京都立大学人文学部社会福祉学科
110 総合都市研究第 78号 2002
外部に高いという当時の経験的なデータの存在が吋
ある。
しかし、一方で都市部ほど個人を拘束するよう
な規範が緩やかであり，対人関係が希薄化し、い
わゆる社会統合が低まることでメンタルヘルスに
負の影響が生じるという過程も考えられる。この
考え方はDurkheim(1897)が『自殺論』の中で展
開したアノミーの概念に他ならないが、彼がそこ
で対象に置いていた問題は産業化の中で社会統合
が低まる結果としてのアノミーの出現であり、都
市的な生活の中で人々の心理的な不安定性が増す
という趨勢であった。実際に近年の Kesslerら
(1994)の結果は、概して精神障害は大都市の中心
部に多く見られるという結果を報告する。
これらの主張に対して、都市社会学者Fischer
(1973;1976)は折衷的な立場をとる。彼はコミュニ
ティの規模と幸福感の関連を既存の研究から詳細
に検討し、沈滞した感情(不満、不幸せなどの感
覚)が郊外部で高いという結果は世界中で普遍的
に見られると主張した(注(1)。これに比較する
と都市的生活が及ぼす負の影響はほとんど示され
ないが、都市があまりにも大規模になるとメンタ
ルヘルスに負の影響が生じ、沈滞した感情を高め
ることもあるという。彼はやはり郊外での生活は
刺激がなく孤独なものであるのに対して、都市の
経済的機会のメリットを指摘する。
メンタルヘルス研究の代表的な教科書である
Cockerham (2000)は、「郊外での生活が精神的な
問題からまったく無縁であるわけではない!とい
う慎重な表現を用い、孤独感や文化的刺激の欠如
が心理的問題を生むという。一方で彼は、大都市
に見られる精神障害は低所得層に多く、都市居住
の効果は極貧層の存在の擬似効果に過ぎないと考
える。そこでは精神障害者が発病によって就労機
会を失い、低所得層に転落して大都市のスラム地
区に居住せざるを得ないという社会的な選択効果
(ドリフト効果)が想定されている。
Cockerhamが現在の到達点だとすれば、都市的
生活自体は少なくともメンタルヘルスに負の影響
を与えるものではないということになり、一方で
郊外での生活は負の影響を与えるというものにな
る。ただし、都市には貧困・低所得者が生きてい
ける場所があるために、結果として低所得の精神
障害者が都市部で見出されやすいというのである。
本研究はTGSS2000データを用いてこの点を検討
することを基本とする。
2. ストレス経験率
本研究が使用する被説明変数は「あなたは現在、
日常生活で悩みやストレスなどがありますか?J
という 2件法(ある・ない)の項目である。メン
タルヘルスの指標を 1項目にするのは測定論上問
題があるけれども、これには積極的な意味が含ま
れている。この項目が国民生活基礎調査で継続的
に用いられている項目であるからである(注(2))。
このため、国民生活基礎調査との比較が可能であ
り、同時に個票データが公開されていない国民生
活基礎調査データからはできない属性変数との関
連を中心とした分析が可能になる。
さて、 1995年度国民生活基礎調査の集計結果を
2次分析した稲葉 (1999a)では、この変数はスト
レス経験率という概念があてられ、一般的に使用
される抑うつや不安などの心理的ディストレスと
は一応別個の概念として扱われている。
稲葉 (1999a)では以下のような知見が示された。
(1) 10代から 80代まで、一貫して女性のほうが
ストレス経験率が有意に高い。
(2)ストレス経験率は男女ともに 35-44歳時が
ピークであり、それまでは上昇、それ以降は
減少することが推察された。 65-74歳時以降
はストレス経験率は低い。
(3)ストレス経験を生み出す要因は25-64歳時は
男女で異なるが、それ以外はほとんど同じで
あった。いわゆる現役世代の時期に性別役割
分業が典型的に顕在化することの反映である
と思われる。
ここでまず問題になるのがストレス経験率とは
何を測定しているのか、ということだ。 (2)で示さ
れた35-45歳をピークとする単峰分布の形状は、
CESD (Center for Epidemiological Studies Depression) 
などを利用して測定したデ、イストレスの平均値の
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年齢別分布とはやや異なっている(ただし、スト
レス経験率自体は近年になるほど大きく上昇して
いるが、分布の形状は98年、 01年でもほとんど
同様で、基本的にはライフステージや発達的な変
化を大きく反映しているものと推察される)。稲
葉 (2002)は日本家族社会学会による全国調査
データNFR98を用いて、自記式のディストレスの
質問紙であるCESDと属性との関連を検討した。
このデータは1998年において28歳から77歳まで
のものを対象とした全国確率標本であるが、そこ
では男女とも28-34歳の時期にもっともディスト
レスが高く、以降は年齢の上昇とともに一貫して
ディストレスの平均値は低下していたが、 70歳
以降の女性のディストレスの平均値はふたたび、上
昇していた。平均値の全般的な変動はストレス経
験率に比較すると穏やかで、勾配はストレス経験
率の方がず、っと急であった。
理論的にはストレス経験率はライフイベントや
慢性的な問題(ストレーン)などのストレッサー
を経験しているかどうかを測定していることにな
り、心理状態であるディストレスはその結果であ
ると言える。ストレッサーを経験しでも、資源や
対処能力に恵まれていれば必ずしもディストレス
は高いものとはならないから、概念的にはストレ
ス経験率はデ、イストレスが発生する潜在的なリス
クの大きさを意味していると考えられる。また、
ストレス経験率自体はもちろん精神障害との聞に
距離があるが、しかし同様に精神障害の発生につ
いての潜在的なリスクの大きさを意味していると
考えられるだろう o
こうして本研究の具体的な課題はストレス経験
率に見られる地域の効果を検討することになるが、
このことはディストレスや精神障害の潜在的リス
クがどのような地域的な差異を示すのか、という
問題にほかならず、官頭述べた都市的生活とメン
タルヘルスの関連を検討する一つの作業というこ
とになる。
3.方法
3. 1 仮説
TGSSデータは港区、大田区、世田谷区、清瀬市、
あきる野市からデータを収集している。 Fischer
(1973)やCockerham(2000)が事実上述べている
「郊外部のほうが精神障害のリスクが高い」とい
う仮説に従えば、もっとも都市度の低いあきる野
市にストレス経験率が高いということになる。こ
の仮説を「都市有利仮説」とする。しかし、この
仮説の背後にあるのは「郊外の生活の孤独」であ
り、あまりこれらの地域の差異にはあてはまらな
いかもしれない。あきる野市自体が2002年8月1
日時点で人口79，703人と人口規模は決して小さな
ものではなく、地理的にも通勤圏にあり、郊外と
いうほど都市度が低いわけでもない。また、日本
的な特性として、マスメディアや情報化の進展の
中で東京を発信源とするさまざまな流行が郊外部
でも共有されているために、「郊外の孤独」が観
察されない可能性もある。
一方、「都市部にリスクが高いJという仮説に
従えば、港区、大田区、世田谷区などの区部にス
トレス経験率が高いということになる(都市不利
仮説)。このとき、 Durkheim流の社会統合の弱さ
からこれを説明する場合と、 Cockerhamのような
極貧層の都市居住の擬似効果と考える場合には意
味が異なる。前者は都市の特性の効果であり、社
会的要因効果といいうるが、後者は社会的選択効
果であって都市の特性がリスクを高めると考えて
いるわけではない。とりあえず、これを社会統合
仮説、低所得層移住仮説とするが、 TGSSデータ
は郵送法による調査であり、ホームレスを中心と
する極貧層が含まれている可能性はゼロに等しい
から、後者の仮説の検証はここでは難しいと判断
せざるを得ない。
3. 2 変数の設定
従属変数 上述のとおり、「あなたは現在、日常
生活で悩みやストレスなどがありますか」という
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聞にたいする 2件法の回答「ある (=l)JIない
(= 0) Jを利用する。
独立変数:居住地を「港区 (n=179)J I大田区
(n=183)J I世田谷区(n=177)JI清瀬市(n=217)J
「あきる野市(n=231)Jの5区分をそのまま用い
て変数化した。これらの変数はそれぞれダミー変
数化し、あきる野をレファレンスカテゴリーとし
た。また、心理的ディストレスに関する先行研究
からは性別、社会経済的地位(所得)、配偶者の
有無といった変数が有意な影響を与えることが知
られているため、これらの変数も利用する。カテ
ゴリー設定は以下のようなものである;性別(男
= 1 [n=430]、女=0 [n=544])、世帯年収 (499万
以下 [n=285]、500-899万[n=293]、900-1299万
[n=185]、1300万以上[n=157])、配偶者の有無
(有配偶=1 [n=727]、無配偶=0 [n=259])。
3. 3 分析方法
最初に単純に年齢別に見たストレス経験率の平
均値を国民生活基礎調査のデータと比較してTGSS
データの特徴を確認する。ついでTGSSデータに
ついて、「悩みやストレスの有無Jを被説明変数
とした地域の効果の単純主効果を検討する。ただ
し、年齢層が広いことを考慮すると交互作用効果
などが年齢段階によっては生じている可能性は否
定できない。このため、地域別に性別・年齢別の
平均値(1ありJと回答したものの比率と同値)
を算出して比較する。ついでロジットモデルを用
いて属性変数を統制変数として投入して地域の効
果を検討する。
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図1 TGSS2000デー タと 2001年国民生活基礎調査
の性別年齢別ストレス経験率
い)。なお、 2001年の国民生活基礎調査における
ストレス経験率は男性では45.1%、女性では
52.6%である。
図1にTGSS2000デー 夕、 2001年国民生活基礎
調査のストレス経験率の性別・年齢別平均値(厚
生労働省、 2002)を示す。実線がTGSS、点線が
国民生活基礎調査の平均値である。一見して理解
できるが、 TGSSのストレス経験率は全般的に国
民生活基礎調査に比較して高く、とりわけ若年層
における高さが著しい。 30代、 40代での両者の
差は20%以上あり、分布の形状もTGSSのほうが
極端な右下がりであるのに対して国民生活基礎調
査は緩やかな単峰分布を示す。
国民生活基礎調査の分布の形状は95年、 98年、
01年でそれほど異なったものではないから、 2000
年という調査時点の効果がこれだけの差異を生み
出しているとは考えにくい。となると、東京とい
う地域の効果ということが考えられる。
国民生活基礎調査では都道府県別の結果も報告
されているが、都道府県ごとに全対象者を合算し
たもののみで年齢別の数値は公表されていない。
都道府県別の結果は現時点では98年についての
情報が最新のものとなる。そこでは全国でのスト
4. 1 TGSSデータにみられるストレス経験率 レス経験率は42.1%、東京都は44.7%で全国より
4 結果
のパターン やや高く、東京都区部では43.9%と、この結果を
みると東京のストレス経験率は全国より高いけれ
TGSS全体でのストレス経験率は64.2%、男性 ども、その中では郊外部に高く都心に低いことが
は61.6%、女性は66.2%と、国民生活基礎調査と わかる。これらの数値と比較しでも TGSSの数値
同様に女性にストレス経験率が高かった(統計的 はきわめて高いといえる(ただし、国民生活基礎
には有意な関連はない[χ2(1)=2.19，p=nふ]が、こ 調査は12歳以上のデータで対象者には85歳以上
れは標本数の少なさに起因している可能性が大き も含まれている)。
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となると、東京の特性と考えるよりは TGSS
データの特性と考えたほうが良いのかもしれない。
回収率の低さに起因する非標本誤差という可能性
も否定はできないけれども、通常は悩みやストレ
スを抱えている人ほど郵送調査に協力しないと考
えるほうが自然であるから、この可能性は大きい
とはいえない。
4. 2 地域の効果
それでは、東京の5つの地域によってストレス
経験率に差はあるのだろうか?まず、単純主効果
を検討するために、地点別のストレス経験率を表
1に示す。
表1 居住地別にみたストレス経験率(%)
居住地
港区 大田区 世田谷区 清瀬市 あきる里子市
69.2 64.4 67.2 66. 5 56. 2 
ストレス経験率が高い}I'震に港区、世田谷区、清
瀬市、大田区、あきる野市であるけれども、あき
る野が際立つてストレス経験率が低く、これに比
較すれば他の4地域聞にはそれほど大きな差異は
ない。なお、地域とストレス経験率の関連はX2(4)
=9.36、pく.10で傾向差にとどまり、有意な関連
があるとはいえない。個々の経験率の数値から判
断すれば、少なくとも都市有利仮説を支持する結
果が得られていないことは確かである。一方で、数
値上は大きな差はないけれども清瀬市より大田区
にストレス経験率が低いなど、かならずしも都市
不利仮説どおりの結果が得られたというわけでも
ない。
とはいえ、国民生活基礎調査と比較した場合の
TGSSデータにみられる高いストレス経験率は、
郊外部ではなく都心部の地域からもたらされてい
ることが理解できる。では次に、それぞれの地域
内でどのような年齢層にストレス経験率が高いの
かを検討してみよう。
4. 3 地域別にみたストレス経験率
港区・世田谷区、清瀬市・大田区、あきる野市・
港区の性別年齢別ストレス経験率をそれぞれ図2、
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図4 あきる野市・港区の性別年齢別ストレス経験率
3、4に示す。なお、図4の港区は比較のために示
したもので図2の港区と数値は同一である。
もっともストレス経験率の高い港区・世田谷区
の結果(図 2)だが、両者ともに概して女性のス
トレス経験率が高いという特徴がみられ、 20
代・ 30代ではこの傾向が強い。とくに世田谷区
は男女聞に一貫して大きな差がみられる。
ストレス経験率が中程度の清瀬市・大田区の結
果(図 3)はやや複雑で、大田区の女性が40-49歳
層で高いストレス経験率を示すのが特徴である。
大田区はこれ以外の年齢層では男女差がほとんど
みられない。清瀬市の男性も 40-49歳層でやや高
い経験率を示す。
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あきる野市の結果を示す図4で特徴的なことは、
あきる野市では女性のストレス経験率がきわめて
低く、 20代から50代までむしろ男性の方がスト
レス経験が高いということだ。男性のストレス経
験だけみれば、あきる野の若年男性のストレス経
験率は低いとは言えない。ただし、あきる野は高
齢者のストレス経験率が総じて低く、これが全体
の平均値を押し下げている。
以上の考察から、地域差といっても男女でその
大きさが異なることがうかがわれた。そこで男女
別に地域別のストレス経験率を算出することでこ
の問題を確認してみよう。
性別
表2 性別・居住地別にみたストレス経験率
居住地
港区大田区世田谷区清瀬市あきる里子市
男性 67.1 62.0 57.3 64.4 56. 7 
55. 0 女性 71.2 66.3 74.5 68.0 
のパターンであることがわかるが、男女間の差自
体は小さい。一方、男女聞の差が大きいのはやは
り世田谷で、 15%強の差がみられ、男性はあき
る野並みに低いのに女性は5地域の中でもっとも
高い。なお、男性の中では居住地とストレス経験
率に有意な関連はみられない (xh)=2.89，
p=nふ)が、女性の中では有意な関連がみられる
は2(4)=11.26，Pく.05)。また、都市有利仮説は男
女別に検討した場合でも成立していないことを確
認しておきたい。
4. 4 ロジットモデルによる検討
ロジットモデルの結果を表3に示す。モデルは
まず居住地を投入し(Model1)、ついで性別、年齢、
世帯年収、配偶者の有無といった先行研究で影響
力が確認されている変数を投入した (Mode12)。
Model1の結果は有意ではなく、居住地による効
果は観察されない。オッズ比のパターン自体は先
表2に性別・地域別のストレス経験率を示す。 に検討した結果と同じで、あきる野市に経験率が
あきる野市は男性のほうがストレス経験率が高い 低い。 Mode12では30・39歳層、 40-49歳層、年収
という、他の地域とも国民生活基礎調査とも反対 499万以下の世帯に有意にストレス経験率が高い
表3 ストレス経験を被説明変数としたロジットモデルの結果
独立変数 Model1 Mode12 。 Exp(s ) s Exp( s ) 
居住地 (ref=あきる野)
性別 (ref二女性)
年齢 (refニ60ー)
港区 .20 
大田区 一02
世田谷区 11 
清瀬市 08 
男性
20-29歳
30-39歳
40-49歳
50-59歳
世帯年収 (ref二1300ー)
000-499万
500-899万
900-1299万
配偶者の有無 (ref=無配偶)
有配偶
-2Log L 1239. 36 
χ9.24 
df 4 
n 958 
* 0<.00 キnく.01 ***nく 001
1. 22 .28 1. 33 
O. 98 .03 1. 03 
1.11 .05 1. 05 
1. 08 . 10 1.11 
.07 .93 
.22 1. 25 
.35* 1. 42 
.38* 1. 46 
.02 .98 
.27* 1. 31 
.05 1. 05 
.04 96 
.16 .86 
1038. 37 
69.82*** 
13 
851 
+<.10*pく 05 キネ Pく 01 キキ*p<.001
ことが示されたが、性別や配偶者の有無に有意な
効果は示されなかった。有意な効果自体は低所得
層と若年層にディストレスが高いという先行研究
(稲葉、 2002) と整合する。性別と配偶者の効果
は示されなかったが、 βやオッズ比の方向自体は
先行研究と同一の方向であった。
ついで、男女別にモデルを適用してみよう(表
4 )。この場合、サンプル数が半減することにな
るので第2種の過誤が大きくなるため、有意水準
には傾向差としての10%までも表示する。表4か
ら明らかなように、男性についてはここまで有意
水準を緩和しでも有意な効果を示す変数を得るこ
とができない。一方、女性は30・39歳層にストレ
ス経験率が高いほか、 40-49歳層、年収499万以下
世帯、無配偶者、世田谷区居住者にストレス経験
が高いという傾向が示された。
5.考察
サンプル全体の分析においても、男女別の分析
においても、都市有利仮説はほぼ全面的に支持さ
れない結果が得られたといってよいだろう。あき
る野にストレス経験率が高い傾向はまったく見出
せないからである。このことの意味を積極的に論
じるのであれば、 Fischerが論じ、 Cockerhamが
追認しているような「郊外の文化的刺激のなさ」
はマスメディアやインターネットの普及によって
解消されていった可能性がある。少なくとも関東
地方ではどこに居住しょうがテレビはほぼ同じ番
組をどこでも見ることができ、インターネットは
いつでも世界に通じている。地理的な要素が文化
的な刺激の格差を生み出すという仮定は今日過去
のものとなりつつあるのかもしれない。そうであ
れば、彼らの仮説は修正されるべきだろう。
しかし、あきる野市が本当に「郊外」かといえ
ば、おそらくは CockerhamやFischerのイメージ
している郊外よりは格段に都市に近いだろう。あ
まり地域差を検出できなかったのは、いずれの地
域も東京圏内にあり、大なり小なり都市的な要素
が普遍的にみられることの反映なのかもしれない。
一方、都市不利仮説が明確に支持されたわけで
もない。個々のオッズ比はともかくとして、全体
の分析で、は地域の有意な効果は検出できなかった
し、男女別にわけでようやく世田谷区在住女性に
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ストレス経験率が高いという傾向が示されたにと
どまっている。全体的な傾向は女性により顕著で、
そこでは低所得層、若年層にストレス経験率が高
いという先行研究と一致したパターンがみられた。
では、その世田谷区在住の女性のうち、どのよ
うな属性をもっているものにストレス経験率が高
いのだろうか?世田谷区在住の女性を対象に表3
の口ジットモデルから居住地と性別を除外し、従
業上の地位(常雇/臨時雇/自営/無職)を加え
たモデルを適用してみると、常雇就労者にストレ
ス経験率が際立つて高く (s=1.43，p<.05)、専業
主婦を基準カテゴリーにした場合にオッズ比は
4.01と高い。なお、世田谷区の女性のうち常雇就
労者は25人と全体の25%で、この数値自体は港
区 (30.6%)ゃあきる野 (28.7%)よりも低い。
こうした結果をみると、社会統合が弛緩して内
面を統制する規範が失われたことで心理的な不安
定を経験している、という社会統合論的な説明が
成立する余地は少ないように思われる。社会統合
論的な立場は、むしろ社会的拘束の多い就労女性
よりも職業をもたない女性、典型的には専業主婦
に心理的不安定を予測するからである (Thoits，
1983)。ここで示された結果はむしろ職業生活上
の問題の存在、家庭と職業の両立上の問題などに
原因がある可能性を示唆する。
これまでのわが国では、就労女性に高いデ、イス
トレスが経験されていることを報告するものはほ
とんどない。むしろ、女性の就労状態によってあ
まり差異が示されないのが日本の特徴のひとつで
あるとされてきた(稲葉、 1999b)。これは、日
本では家庭と職業の両立が難しい場合に女性が退
職を選択することが多く、同時にそのことがそれ
ほど心理的な不満を生み出さないからだ、と解釈
されてきた。しかし、ここで示されたパターンは
そうした「社会にあわせて自分の生き方を変え
る」生き方から「社会と矛盾しでも自分の生き方
を選ぶ」生き方への転換の萌芽を示すものなのか
もしれない。
そうであれば、やはりいわゆる都市不利仮説が
想定しているのとは異なった原因によって都市部
でのストレス経験が生じているということになる。
それは都市部に出現した「女性が常雇で就労す
る」という家族ーその多くは夫婦とも常雇の共働
き の姿を反映しているのであって、都市それ自
体がメンタルヘルスに何がしかの影響を及ぼすと
いうのとは異なるからである。
6 結論
本研究は、郊外での生活がメンタルヘルスに負
の影響をもたらすのか(都市有利仮説)、都市で
の生活が負の影響をもたらすのか(都市不利仮
説)を中心に、都市的生活とメンタルヘルスとの
関連を検討した。本稿から導き出された結論は以
下のようなものである。
① あきる野市を郊外、都内を大都市部と想定し
た場合に、あきる野市のストレス経験率は概
して低く、少なくとも郊外居住がメンタルヘ
ルスに負の影響を生み出しているという事実
は観察されなかった。都市有利仮説は支持さ
れない。
② 傾向としては港区、世田谷区といった都内居
住者にストレス経験率が高かった。この傾向
は女性に顕著であったが、男性では明確には
示されなかった。女性の中では常雇就労者の
ストレス経験率が高く、これ自体は社会規範
の拘束が緩やかであることによって心理的な
不安定が生じるという社会統合論的な説明と
は相容れないものであった。
よって、都市不利仮説が支持されるもので
もない。
③ 都市有利仮説が想定している文化的刺激の格
差がもっ影響は今日あまり説得力がないと思
われる。一方、家族と職業の両立の問題が都
市部の共働き家族を中心に発生しつつある可
能性があり、今後このパターンが広がってい
く可能性も考えられる。
最後に本研究の限界について触れたい。本研究
では居住地の明確な効果は検出できなかったが、
これは標本数の少なさゆえに生じた可能性がある。
実際に、本研究で示された比率を本研究の2倍の
標本で分析すれば、間違いなく居住地とストレス
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経験率は有意な関連を示すはずである。とくに男
女別の分析や女性のみの分析はサンプル数が極端
に少なくなることで第2種の過誤が生じている可
能性がある。そんな中でも結論①は結果の数値の
パターンを見る限り、揺るがないものと思われる。
今後は都市度の効果を精細に検討するために、
より人口の少ない地域での標本との比較が不可欠
であろう。
j主
1)彼自身はfeelingof malaise (沈滞感)という概念を
用いているが、今日でいう心理的ディストレスと
同じものとしてとらえることが可能である。
2)国民生活基礎調査では1995，1998， 2001の3固にわ
たってこの項目が調査票上に設定されている。
1995年度国民生活基礎調査の場合、集落抽出法に
よって得られた全国27万1，588世帯およびその世帯
員約80万人(正確な数字は公表されていない)を
対象とした配票留置調査である。世帯票の回収率
は91%。この項目は個人票に含まれている。
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Urban Living and Mental Health 
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There are two contradict hypotheses about the effect of urban living on mental health. One is to 
assume the positive effect of urban living; economic opportunity， cultural stimulus， and so on. Thus this 
hypothesis posits negative effect of ruralliving. These ‘Urban advantageous hypothesis' are the dominant 
view in present mental health research. Altemative hypothesis is to assume the negative effect of urban 
living; low social integration， sparse interpersonal relationship generates anomic condition to whom 
living in urban se出ng.This ‘Urban disadvantageous hypothesis' is also theoretically possible. We 
analyzed TGSS2000 data to veri今eachhypothesis， using stress experience as a dependent variable. 
From the comparison by residential area，‘Urban advantageous hypothesis' was not supported at all. 
‘Urban disadvantageous' hypothesis was supported partially， but the process of the urban living effect 
itself was different企omthe one ‘Urban disadvantageous hypothesis' assumed. Within urban area， stress 
experience was highest among working women age 20・40.This is not consistent to social integration 
theory， rather consistent to role overload theory. Discussion was made to the meaning ofthis new pa抗em.
